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田中照純
ー
我が国で経営学の研究がいつから開始されたか，すなわち日本経営学の出
発点をどの時期に求めるかはそう簡単な問題ではないが，たとえば日本経営
学の生成期を今世紀の初頭にまで遡るならば，それはすでに90年ほどの歴史
を有することになる。そして現在まで，その発展過程のなかで経営学は一個
の学問としてゆるぎない地位を獲得してきたかに思われる。実際，一見した
ところ経営学の隆盛ぶりはめざましく，特に大学教育に占める経営学の位置
が高まり，経営学と名のつく研究成果が陸続と打ち出されてきた状況のもと
で，もはやそれは否定しえない事実だと承認されているようである。今や経
営学は厳然と存在し，その学問としての性格は誰の目にも疑う余地のないも
のと映じている。
だが，ほんとうに経営学は学問として認められ，また社会科学の一環とし
て市民権を獲得しきれているだろうか。現実の企業活動に深い関わりを持た
ざるをえないという宿命から，経営学に対しては相変わらず企業経営の実践
に直接役立つ処方箋を提供する実学であるとか，あるいはもっと露骨にいえ
ば金儲けのための利殖学といったイメージが，未だになお強く支配している
のではないか。企業組織をいかに管理し運営していくか，そのための技法を
教えるいわゆる howto manageという性格を色濃く持った「経営学」が
依然として再生産され氾濫している現状のもとでは，そのような印象も無理
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のないことかもしれない。
だが，私が本稿で書評の対象にしようとする『経営学へのアプローチ』
は，そのような経営学への誤ったイメージを払拭し，経営学に対して正しい
認識が得られるよう，まさに「経営運営の単なる手引きや，金儲け論」では
ない，文字通り「一つの学問」として科学的な経営学を提示しようという意
図をもって著わされた。しかもこの書物は，これから経営学に初めて接する
ような人たちを念頭におき，その「入門書」としての役割を果たすことを狙
いとしている。したがって本書の性格は，一方では社会科学の一環としての
経営学書であり，他方では同時に経営学への入門書でもあるという，いわば
二重の課題を意識しながら編まれたものと考えられる。
あらゆる科学分野について言えることだが，すぐれた入門書をつくり出す
のは決して容易な仕事ではない。なぜなら，本来入門書に対しては，単にあ
る学問の内容を概略的に説明するだけでなく，それを通してこれからその学
問に取り組もうとするものにその魅力を認識させ，さらに一層深く学びたい
という意欲をかき立て，動機づけることが求められるからである。もちろん
経営学の場合もその例外ではない。いや，経営学の入門書にはそれ以上の重
い課題が背負わされている。というのは，他の科学領域と異って経営学につ
いては大学までの教育機関でその内容を学習する機会がほとんど存在せず，
そのため経営学の入口に立つものは十分な予備知識を持たず，いわば白紙に
近い状態で臨んでいることになる。たとえ何らかの方法で経営学について知
るところがあったとしても，それは多くの場合前述のような誤ったイメージ
を抱いているにすぎないだろう。経営学の入門書はまさにそうした初学者を
対象に想定し，その内容を展開しなければならない。
これまでに経営学の入門書として著わされたものも数多い。だが，それら
の中で上述のような困難さを意識し，まさに入門書の名にふさわしい中身を
持つものがどれほど存在しただろうか。ここで書評しようとする『経営学へ
のアプローチ』についても，そうした視点に沿いながら筆者の思いを率直に
述べてみたい。
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II 
編著者である橘 博と大橋昭一の両氏を中心にして，計11名の執筆者がそ
れぞれの専門分野の研究成果を生かし，各章を担当するかたちで出来上った
のが本書である。経営学の入門書の場合に，いや入門書であるからこそなお
更このように共同著作という形態をとるのが近年の特徴といえるだろう。そ
れは経営学が対象とする企業の構造や活動が現代ではますます多様化・複雑
化し，そのため経営学が扱うべき問題領域もより一層拡大し豊富化してきた
ことによるのだろう。入門書である限り経営学の全体系を一望しうる鳥敵図
を描かねばならないが，それを単独の研究者に許さないほど研究領域の拡が
りと深さが進展している。もはや現代企業は狭い国境という殻を打ち破り，
世界的規模でその活動を展開しており，またその活動内容は単に経済領域だ
けでなく，政治や社会さらには文化などの諸領域とも関わりを持ち，そのた
め企業をめぐる諸問題を総体的に解明するには，経営学を中心としながらも
学際的な研究スタイルが不可欠なものとして叫ばれるまでに至っている。
さて，以上のように多数の研究者が共同執筆した『経営学へのアプロー
チ」について，先ずその全体系を貫く特徴としていくつかの点を指摘してお
こう。
第1に，全体の構成方法に見られるユニークさである。本書は序章をもっ
て始まり，第 1章から第13章までが大きく 3つの編に区分されているが，全
体の編・章別構成は次の通りである。
序章 いまなぜ経営学をまなぶか
第1編経営の基礎をさぐる
第 1章社会と企業，第2章企業と経営，第3章技術と研究開
発，第4章情報と意思決定
第2編経営の理論をまなぶ
第5章労働と労務，第6章資本と財務，第 7章管理と組織，第
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8章生産と生産管理，第 9章販売とマーケティング，第10章経
営戦略と企業活動
第3編経営学の歴史をみる
第11章 アメリカの経営学，第12章 ドイツの経営学，第13章 日本
の経営学
先ず序章では，タイトルからも理解されるように経営学の方法論が語られ
る。そしてその方法論を前提にして第 1編で経営学の基礎，第 2編で経営学
の具体的内容， 第3編では経営学の歴史， という順序で三部に構成された
諸編が続く。すなわち序章から三編構成への展開プロセスは，＜方法論→基
礎論→具体的内容→歴史＞という流れを描いている。この過程の中で方法
論，基礎論，具体的内容の三者の配列や連続性については，ふつう経営学の
入門書で確認される常道であり，いわばオーソドックスなスタイルと言って
よいが，注目すべきは経営学の歴史が最後に位置づけられている点である。
入門書ではしばしば学説の歴史である学史に関する叙述が見られるが，それ
は具体的な内容展開の前の箇所に配置され，しかもせいぜい方法論か基礎論
の一部を成すほどの位置しか与えられないのが常である。そうした常識的な
方法とは違い，本書では学史研究に大きな一編全部が与えられ， しかもそれ
が具体的内容に続く全体の最後の部分に置かれている。果して経営学の入門
書でこのような方法を採ることの積極的な意味がどこにあるのか，本書自身
は何も語っていないので速断はできないが，いずれにせよ一つの新しい試み
として見過ごしえない。
本書がもつ全体的特徴として第2に指摘しなければならないのは，経営学
の方法論研究に一つの重心が置かれている点である。とくに序章と第 1章の
部分がそれに当てられているが，そこでは方法論的課題として経営学研究の
意義，研究対象，任務・課題，そして理論的性格などが明らかにされる。経
営学とはそもそもどのような学問か，そうした根本的な問いかけに応えるの
が方法論研究だが，本書ではそれを経済学との対比，あるいは経済学との関
係づけのなかで明らかにしようとする。すなわち経営学は経済学と密接な関
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係を保ち，経営学は広い意味での経済に関する学問である。そして経営学は
経済学の一般的・全体的認識のもつ不十分さやあいまいさを補強し，個別的
で特殊な企業経営に関する認識を深めることにより，理論科学として経営学
が有する本来の課題を果すことができる。また経済学の研究対象が社会的総
資本の運動であるのに対し，経営学のそれは企業経営主体の行動が客観的・
合法則的にあらわれる個別資本の自己運動そのものである。しかもその個別
資本を量的規定と質的規定の統一物として科学的・弁証法的に理解すること
が必要である。こうして経営学のとるぺき基本的な認識方法は，唯物弁証法
的理解を中心とする科学的考察方法と規定される。
次に全体を通してみられる第3の特徴として，本書が入門書としての性格
を持つことから，技術的に細かい工夫が凝らされている点を指摘しうる。た
とえば各章の最後には，その章を学んだものが自らの学習成果を試すため，
いくつかの練習問題が用意されている。読者はそれに解答することを通して
本文の内容をより深く理解し，さらに自分の考え方を整理するのに役立てる
のである。また各章のあいだにはコラム風の「TEABREAK」を設け，初
学者が経営学への関心を一層高めていくよう配慮されている。そしてこれら
一連の工夫に加え，おそらく読者の中心を成すであろう若者層のビジュアル
感覚に訴えるため，写真や図表で多くのページを飾るという手法に接すると
き，そこに入門書として面目躍如たる徹底ぷりを見い出すのは私一人ではな
かろう。
III 
さて次に本書で提示されている具体的内容について，順を追って個別に検
討してみよう。
本論の第 1編は4つの章で構成されているが，それらは大きく方法論から
基礎理論への展開をなしている。いきなり経営学の全体系を示しその中身の
考察に踏み込むのではなく，こうして方法論・基礎論を前段階に位置づけ，
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それを導入部にして次第に学習レベルを高めて行くという方式が採用されて
いるのである。
先ず第 1章では，経営学の研究対象である個別資本の運動も実際には資本
主義的商品生産として現れるため，その生産条件が形成，確立，拡大という
3つの段階に区分され，それぞれの特徴について基本的な説明がなされてい
る。すなわち資本主義的商品生産の条件は，労働力の所有者たる労働者と資
本の人格化たる資本家とが，主要な階級的存在として対極的に出現すること
によって形成される。そうして生産条件が形成された下で，現実に労働力と
生産手段が生産過程で結合し，それを通して資本主義的商品生産は確立す
る。その際，生産過程は資本家と労働者との形式的に平等な商品交換という
形態をとりながら，実質的には資本家による剰余労働の獲得や労働力への専
制的な統制＝支配という性格をもつのである。また資本主義的商品生産は，
個別資本の自己運動である循環と回転，あるいは資本の集積・集中を通し
て，拡大再生産していくための基本条件を整えることになる。そして，この
ような資本主義的生産関係は，さらに大きな社会構造というフレームワーク
から見れば，上部構造を基礎づける土台そのものに他ならず，この土台を研
究対象とする経済科学の全体系の中で，われわれの経営学もその一分野を構
成するものと位置づけられる。
続いて第2章では，経営学の対象に措定された個別資本が具体的には企業
として現象し，しかもそれは単なる消費単位である家計と違って，資本を投
下し営利活動を行う単位体であると指摘される。もちろんその投下資本の中
で中核的な位置を占めるのは自己資本であるが，それが結合して量的に拡大
していく過程は，個人企業から合名，合資，有限さらに株式会社へと企業形
態を変化させるプロセスでもある。やがて企業は高い利潤を求めて競争を排
除していくが，そのために企業間の結合を推し進める。そうした企業結合の
形態として技術提携やカルテル，また企業集団まで進展した段階ではコンビ
ナート，コンツェルン， トラストなどが現れるが，それらについて概略的な
説明がなされている。以上のような企業の構造上の問題とならんで，この章
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ではさらに企業の所有や支配に関するいわば機能上の問題も触れられてい
る。すなわち，資本規模の拡大に伴い機能資本（家）と無機能資本（家）との分
離が進み，また機能資本家といえども企業経営に直接従事せず，他の高級使
用人にまかせることが可能となり，ここにいわゆる「所有と経営の分離」と
いう問題が現れる。この問題をめぐって周知の如くバーリ／ミーンズの経営
者支配論やバーナムの経営者革命論が提起されたが，この章を担当した筆者
は，これらの理論の特徴を「所有と経営の分離の結果，資本（家）の支配から
独立した経営者が生まれ，企業経営を担当すると主張することであり，しか
も利潤追求が，資本（家）の原理であるとして，経営者の必ずしも従うもので
ないと否定されることである」 (42頁）と指摘する。
次に第 3章に入ると「技術と研究開発」，続く第4章では「情報と意思決
定」と題して本論は展開されていく。たしかに＜技術＞とそれに関連する
＜研究開発}>, また＜情報＞とそれを手段として成立する＜意思決定＞な
ど，いずれも現代企業の活動をめぐる重要な概念であることは理解できる
が，ではそれらの概念がなぜ基礎理論のなかで論じられねばならないのか，
とくに次の第2編で経営学の体系を成す具体的な理論内容を提示するための
前段階として，これらの諸概念を予備的に明らかにしておくことの意義がど
こにあるのか，残念ながら本書ではそのような疑問に対する回答はない。
さて第 3章の重点は，もちろん前半部分で明らかにされる技術一般の定義
や技術が有する産業革命期から現代までの発展史もさることながら，やはり
後半で述べられる今日の企業経営のなかで技術が果たす役割，あるいは80年
代の日本企業における技術の特徴などであろう。そこで本章の筆者は，現代
企業の生産現場で技術が果たすべき役割を設計，製作，運転，保守という 4
つの側面から捉えようとする。製品の生産プロセスに沿って技術の役割がど
のように現れるかを確認するこうした試みは，それぞれの局面での具体的な
例示とも相まって興味深い。「設計， 製作，運転， 保守が一貫していなけれ
ば，その製品の使用者（＝利用者）の立場からは，技術的に完全とはいえな
い」 (61頁）という正しい指摘は，そのまま＜製品の生産者の立場＞からも言
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えるのでなければならない。
第4章では，組織における意思決定の意義と性格，ならびにその意思決定
の過程で情報が果たすべき役割などの問題が考察される。経営組織のなかで
行われる意思決定は，個人的決定とは別の目的に基き，また集団成員の認知
を通じてはじめて遂行される組織的な行動である。したがって組織で活動す
る個人は，意思決定の際に組織人格として機能することが求められるが，そ
のためには組織成員が共通に有する心的土壌としての「組織心景」を受容し
なければならない。この組織心景の構築に裏づけられて個人は組織人格を発
現し，組織的意思決定もなしうると筆者は考えているようである。他方で情
報とは，一般に「デークを評価し意思決定や行為にとって意味あるものとし
て受け入れられたもの」 (66~67頁）と定義され，また情報は意思決定にとっ
てその決定前提を明らかにする手段と位置づけられる。とくに現代のように
経営組織を取り巻く環境がめまぐるしく変化する状況の下では，いかに正確
かつ迅速に情報が提供されるか，またそのために情報処理をどれほど有効に
機能させるかが，組織的意思決定の成否を決するほど重要な意義をもつこと
は疑いない。
さて，以上のような基礎理論の展開を前提にして，いよいよ第2編「経営
の理論を学ぶ」に入っていく。ここでは経営学の全体的な内容がその体系に
沿って論述されている。この編には第 5章から第10章までが当てられ，それ
ぞれ各章で労務，財務，管理と組織，生産，販売，経営戦略という 6つの問
題領域が順を追って考察されていく。そこで本書評では，これら 6つの章に
ついて個別的に逐ー内容を吟味するのではなく，この第2編全体を通して看
取される基本的な特徴を指摘し，その上で若干の批評を加えてみたい。
前述のような第 2編を構成する 6つの問題領域は，ふつう一般に経営学の
学問体系を形成するものとして必ずと言ってよいほど常道的に提示される。
すなわち，企業活動を過程的な視点からみた場合に生産と販売の 2つの大き
なプロセスが柱立てとなり，またそれらの諸過程を成立させるための構成要
素である労働者と資本の問題が労務と財務という職能を発生させ，さらに以
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上のような諸職能を全体的に調整するいわゆる経営者職能として管理と経営
戦略の問題が浮かび上がってくる。こうして＜過程的職能ー一生産と販売~.
＜要素的職能ー＿労務と財務~. <{経営者職能ーー管理と経営戦略＞といっ
た具合に，企業活動全体が簡潔に図式化されるが，これらを企業構造の組織
体系に対応させると，それぞれライン職能，スクッフ職能，そして経営者職
能に相当することになる。
第2編の内容を成す 6つの領域を以上の如く整理してみたが，ここでは次
のような問題が投げかけられるであろう。
先ず第 1に，これら 6つの問題領域が経営学の体系を構成する際に，果し
てどのような順序で配列されるべきか，という問題である。本書では，前述
の如く＜労務→財務→管理→生産→販売→経営戦略＞という順でそれぞれ独
立した章のなかで論じられている。 3つの職能類型に置き代えれば＜要素的
職能→過程的職能→経営者職能＞と表現することもできる。労務と財務とい
う要素的職能が最初に位置づけられ，次に管理職能を間に挟みながら生産と
販売の過程的職能が続き，そして最後に経営者職能としての経営戦略で完結
させている。もちろんこのような展開の方法も十分可能であるが，他の入門
書と必ずしも同じではなく，むしろ著書によって多様な方法が採られている
のが現状である。経営学の具体的内容を展開する様式として，一体どのよう
な方法がもっとも妥当と言えるのか，この問題について私自身的確な答えを
与えることはできないが，これはただ叙述の順序をどうするかといった単純
な問題ではない。経営学の全体系を正しく科学的に提示するには，それにふ
さわしい論理展開で叙述されねばならない。まさに叙述の方法がその内容を
規定するとも言えるのである。また，入門書に取り組む読者の立場からすれ
ば，経営学の体系と内容を効果的に理解しうるような叙述の順序や様式が求
められる。この点について今後さらに踏み込んだ議論がなされるべきであろ
う。
次に第2の問題として指摘したいのは， 6つの問題領域が果してどのように
有機的に関連しているかということである。生産，販売，労務，財務などの
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諸職能は，現実の企業活動の中で日常的に繰り広げられるものであり，それ
らは個々バラバラに切り離されることなく，相互に有機的関連を保ちながら
遂行されている。たとえば生産と販売という二つの基本職能は，一方では相
対的に独自の性格をもつ異った職能として区分されるが，他方では共にライ
ン職能として密接な関連性を有している。生産過程での事実や活動は販売過
程に影響を与え，また販売過程において発生する事実は生産過程にフィード
バックされる。すなわち生産と販売という職能は，互いに依存し規定し合う
関係にある。もちろん労務や財務など他の職能との間にも同様の結びつきが
存在する。こうして本書の第2編で提示された 6つの問題領域は，それらが
相互に緊密な規定関係にあるという事実そのものに即して論じられねばなら
ない。労務はどのように生産と関連しているか，また財務は生産に対して如
何なる影響を与えるか，それらの諸職能が有する客観的な関連性を問うこと
が，経営学の全体系を論述する際に看過してならない視点である。経営学の
体系は，単なる各論の集合ではない。どれほど多くの各論を集めてみても，
それだけでは真の意味での学問体系は形成されえない。本書が経営学の入門
書として，読者に対しその体系を提示したいという意欲を持つ限り， 6つの
問題領域は単なる各論としての性格で終ってはならない。そのためには各章
の内容が有機的に関連性をもつことが必要だが，残念ながらその点は軽視さ
れている。
さて次に第 3編に移ろう。ここは経営学の歴史，すなわち学史研究に当て
られた部分であるが，いわゆる経営学の三大祖国と言われるアメリカ， ドイ
ツそして日本における経営学の発展史が，それぞれ独立した章別編成の中で
概説されている。各章ごとの紹介と批評は避け，全体を通して筆者が感じと
ったことを若干述べてみたい。
それは第 1に，入門書という経営学体系の概説を目指す書物のなかで，果
して経営学の歴史を語る意義はどこにあるのか，という問いかけである。い
や，入門書だからこそ学史研究が必要だという反論が聞こえてきそうであ
る。初学者を対象にした入門書は， 「経営学とは何ぞや」 という根本的な問
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題意識に応えることを基本課題としている。そのために経営学という学問が
どのように生成し現在に至ったか，その発展過程における姿態の変化を学史
研究として提示するのが一つの有効な方法であることは理解しうる。だが学
史は学問の歴史であって学そのものではない。経営学史の研究対象はあくま
で経営学の歴史であり，現実の企業構造や企業活動が対象に設定されるので
はない。私がなぜこのようなことを強調するかといえば，経営学の入門書，
あるいは総論や概論と名づけられた書物の中には，単にアメリカやドイツの
経営学の歴史を叙述するだけに終始するものが以外に多いからである。まる
で諸外国の経営学説（理論）を紹介・論述することが，そのまま経営学の体
系や内容を解明することになると思い込んでいるかのようである。学史研究
と経営学の具体的内容の展開とは異なるものであり，両者があくまで別個の
ものであるという認識を欠落させてはならない。
また第2には，経営学が発展しているアメリカ， ドイツ， 日本などの国別
に経営学の歴史を述べることがオーソドックスな方法として定着している
が，学史研究にとってこのように国別に展開する以外に方法はないのだろう
か。同じ社会科学でも経済学の場合には学派ごとにその歴史が語られるのに
対し，経営学では国別に展開されざるをえないほど，各国ごとの特徴が重要
な意味をもつのだろうか。そこには「経営学に国籍はあるのか」といった古
くてまだ十分解決をみていない問題が伏在しているように思われるが，もし
国別の学史研究が避けられないとするなら，それは一体なぜなのか，もう少
し踏み込んだ検討が必要となるだろう。
IV 
これまで本書で展開されている具体的内容について，その要点を簡単に紹
介しながら若干の批評も加えてきた。最後に，序章を含め第 1編から第 3編
までの本書全体を通して気づいた点を述べてみたい。本書が入門書として持
っている積極面については先の部分ですでに論じているので，ここでは逆に
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本書が抱えている問題点を指摘してみたい。
率直に言ってその問題点とは，序章ならびに第 1章で確立された経営学方
法論と，第2章以降で展開されている経営学の基礎論ならびに具体的内容と
が，十分に一致していないということである。本書が第 1編から第2編にか
けてく方法論→基礎論→具体的内容＞という流れの中で論述されていること
はすでに述べた。このような論理展開の方法は，入門書として一つの妥当な
あり方を示すと考えられるが，問題はそれら三段階のものが別個のものとし
て論じられ，相互に有機的な関連性を持ちえていないということである。最
初の方法論の段階では，経営学は理論科学の性格をもち，また広い意味にお
ける経済に関する経済科学の一環であると位置づけられた。さらに経営学に
とって「企業経営主体の行動が展開される諸過程を，客観的・合法則的に，
個別資本の自己運動のあらわれとしてとらえること」が基本的な認識方法と
規定され，もっとも簡潔には「唯物弁証法的理解を中心とする科学的考察方
法」こそが経営学の考察方法と断定されたのである。だが，折角そのように
科学的な経営学の研究方法が提示されながら，それに続く実際の基礎論や具
体的内容の展開にどれほど生かされ貫徹しているのか，はなはだ疑問とせざ
るをえない。方法論は具体的に内容を構築していくための前提として提起さ
れるのであり，そうでなければそれは空しいトルソーに終ってしまう。
本書は入門書であり，それゆえ経営学の広範な全体系を提示することが重
要な任務として課せられている。経営学の研究が近年ますます専門化・細分
化して行くなかで，そのように幅広く豊富な学問内容を体系に沿って叙述す
ることは，一人の研究者では到底なしえない作業である。そのため本書も共
同著作として，多くの論者がそれぞれ得意とする専門領域を分担して執筆す
るという形態をとっている。だが多数の共同著作になればそれだけ全体の一
貫性を保持することは困難となる。それが上述のような方法論と具体的内容
との麒顧となって現れたのだろう。そうした共同執筆という形態が抱える弱
点を克服しない限り，その方法がもつ積極的な側面も十分生かされないので
ある。
